登記上の本社所在地を記入してください。
記載例

様式第８号（第１４条関係）
                                                       　令和８年８月１日 
　茨城県知事　殿
	所在地　水戸市笠原町978－6
	名称　株式会社茨城
	代表者職氏名　代表取締役　茨城　太郎県からお送りした「交付決定通知書」（様式第２号）を確認し、通知書の発行日を記入してください。


令和８年度デジタルスキル習得支援事業
補助事業実績報告書

　令和８年５月１０日付けで交付決定通知があった上記の補助金に係る事業が完了しましたので、令和８年度デジタルスキル習得支援事業補助金交付要項第１４条の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて報告します。補助金交付決定額は、県からお送りした「交付決定通知書」（様式第２号）を確認し、相違なく記入してください。


記
１　補助金交付決定額及び補助事業に要した経費
	補助金交付決定額
	９０，０００円

	補助事業に要した経費の実績額（税込）
	２００，０００円

	補助対象経費の実績額（税抜）
	１８１，８１８円

	補助金確定額　※　　
	９０，０００円


※補助金確定額に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てとする千円未満は切り捨て



２　補助事業の実績
	経費
区分
	内容
	数量
	単価
（税込）
	補助事業に要した経費(税込)
	補助対象経費(税抜)

	研修受講料
	〇〇〇〇セミナーの参加受講料
	２人
	50,000円
	100,000円
	90,909円

	講師招聘経費
	◇◇◇講座講師謝金
（〇〇コンサル）
	１回
	100,000円
	100,000円
	90,909円

	
	
	
	円
	円数量×単価


	円

	
	
	
	円
	円
	円

	
	
	
	円
	円
	円

	合　計
	200,000円
	181,818円




３　研修等の内容・日程等の実績
	研修の名称及び
研修実施機関等
	参加
人数
	期間

	〇〇〇〇セミナー（△△△株式会社開催）
	２人
	令和８年　５月２０日
～令和８年　６月３０日（１０日間）

	◇◇◇講座（〇〇コンサルから講師を招聘し自社開催）
	１０人
	令和８年　７月１０日
～令和　年　　月　　日（　１日間）

	
	
	令和　年　　月　　日
～令和　年　　月　　日（　　日間）


４　スキル習得後の活用方針・今後の取組計画
	○デジタルスキル習得後の活用方針や今後の取組計画など具体的な内容

研修で学んだITツールの活用方法を社内に展開し、令和９年１０月を目途に在庫管理や勤怠管理の自動化を進めます。
また、各部署での運用状況を定期的に確認し、課題があれば追加研修やマニュアル整備を行うことで、業務の効率化とエラー削減を継続的に推進します。スキルの活用方針や取組実施時期の目途等を記入してください。




５　添付書類
（１）支出証拠書類（領収書の写し等）
（２）受講証明証の写し（又は受講したことが確認できるその他の書類）
（３）研修受講者が従業員であることを確認できる書類（雇用契約書、社員証等）
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